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衆
議
院
議
員
古
川
元
久
君
提
出
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
の
住
宅
二
重
ロ
ー
ン
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
の
�
に
つ
い
て

「
個
人
債
務
者
の
私
的
整
理
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
（
以
下
「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
と
い
う
。
）
は
、
一
般
社
団
法
人

全
国
銀
行
協
会
が
事
務
局
を
務
め
、
金
融
界
等
の
関
係
者
、
学
識
経
験
者
等
で
構
成
さ
れ
る
「
個
人
債
務
者
の
私
的
整
理
に

関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
研
究
会
」
に
お
い
て
、
金
融
機
関
関
係
団
体
の
自
主
的
自
律
的
な
準
則
と
し
て
平
成
二
十
三
年
七
月

に
策
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
定
は
、
第
一
義
的
に
は
同
研
究
会
に
お
い
て
議
論
さ
れ
る
べ
き
も
の
と

承
知
し
て
い
る
。

ま
た
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
っ
て
既
往
の
債
務
を
弁
済
で
き
な
く
な
っ
た
個
人
の
債
務
者
で

あ
っ
て
、
破
産
手
続
等
の
法
的
な
倒
産
手
続
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
っ
た
者
を
対
象
と
し
て
、
こ
の
よ
う
な
法
的
な

倒
産
手
続
に
よ
ら
ず
に
、
債
権
者
と
債
務
者
の
合
意
に
基
づ
き
、
既
往
の
債
務
の
全
部
又
は
一
部
を
減
免
す
る
こ
と
等
を
内

容
と
す
る
債
務
整
理
を
公
正
か
つ
迅
速
に
行
い
、
債
務
者
の
債
務
整
理
を
円
滑
に
進
め
、
債
務
者
の
自
助
努
力
に
よ
る
生
活

や
事
業
の
再
建
を
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
運
用
に
お
け
る
、
既
往
の
債
務
の
弁
済

の
可
否
に
係
る
判
断
に
当
た
っ
て
は
、
こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
目
的
を
踏
ま
え
、
御
指
摘
の
債
務
者
の
収
入
の
水
準
は
一
つ

一



の
目
安
と
し
つ
つ
も
、
そ
れ
の
み
を
も
っ
て
判
断
す
る
の
で
は
な
く
、
収
入
に
占
め
る
返
済
の
比
率
や
家
計
の
状
況
等
を
総

合
的
に
勘
案
し
、
個
々
の
債
務
者
の
事
情
に
十
分
配
慮
し
た
柔
軟
な
対
応
が
な
さ
れ
て
い
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

一
の
�
及
び
�
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
特
に
高
台
移
転
を
半
ば
強
制
さ
れ
た
者
」
が
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
者
を
指
す
か
明
ら
か
で
は
な
い
が
、

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
に
お
け
る
住
民
の
居
住
に
適
当
で
な
い
と
認
め
ら
れ
る
区
域
か
ら
の
移
転
に
係
る
事
業
の
う
ち
、

集
団
移
転
促
進
事
業
（
防
災
の
た
め
の
集
団
移
転
促
進
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四

十
七
年
法
律
第
百
三
十
二
号
。
以
下
「
集
団
移
転
促
進
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
集
団
移
転
促
進
事
業

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
共
団
体
か
ら
移
転
者
（
集
団
移
転
促
進
法
第
三
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定

す
る
移
転
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
へ
の
支
援
策
と
し
て
、
住
宅
団
地
（
集
団
移
転
促
進
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る

住
宅
団
地
を
い
う
。
）
に
お
け
る
住
宅
の
建
設
若
し
く
は
購
入
又
は
住
宅
用
地
の
購
入
を
目
的
と
し
て
借
り
入
れ
た
資
金
の

利
子
相
当
額
の
補
助
、
移
転
促
進
区
域
（
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
移
転
促
進
区
域
を
い
う
。
）
内
に
あ
る
農
地
及
び
宅
地

の
買
取
り
並
び
に
移
転
者
の
住
居
の
移
転
に
対
す
る
補
助
を
行
っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
に
要
す
る
経
費
を
国
は
補
助
し
て
い
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
支
援
策
に
関
し
、
所
得
金
額
に
係
る
要
件
は
設
け
て
い
な
い
。

二



ま
た
、
集
団
移
転
促
進
事
業
の
移
転
者
に
限
ら
ず
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
に
対
す
る
一
般
的
な
措
置
と
し
て
、
所
得
税

の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
住
宅
借

入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
が
再
取

得
等
を
し
た
住
宅
に
係
る
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
控
除
額
の
拡
充
を
行
っ
て
い
る
ほ
か
、
当
該
控
除
及
び
東
日
本
大

震
災
に
よ
っ
て
居
住
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
家
屋
に
係
る
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
重
複
適
用
を
可

能
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
措
置
に
関
し
、
合
計
所
得
金
額
三
千
万
円
以
下
で
あ
る
こ
と
を
要
件
と
し
て
い

る
。さ

ら
に
、
独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
に
よ
る
災
害
復
興
住
宅
融
資
の
支
援
等
も
行
っ
て
き
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

り
、
政
府
と
し
て
、
今
後
と
も
、
こ
れ
ら
の
施
策
を
通
じ
て
、
被
災
者
の
居
住
の
安
定
の
確
保
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

三


